
 

 

令和３年 10 月 28 日 

広 域 防 災 局 

 

 

関西圏域における新型コロナウイルス感染症への対応等について 

（第 24 回 関西広域連合 新型コロナウイルス感染症対策本部会議） 

 

 

【議事】 

 

 ・ 関西圏域における新型コロナウイルス感染症の発生状況について 

 

 

 ・ 新型コロナウイルス感染症に係る検査・医療体制等について 

 

 

・ 府県市民向け宣言（案）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

［資 料］ 

 別添１-１ 関西圏域における新型コロナウイルス感染症の発生状況 

 別添１-２ 各府県の対処方針に基づく主な措置内容 

 別添２   新型コロナウイルス感染症に係る検査・医療体制等 

別添３   全国知事会緊急提言等 

別添４   府県市民向け宣言（案） 
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各府県の対処方針に基づく主な措置内容（10 月 25 日時点） 
 

区分 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 徳島県 

外出自粛 

・感染者が多数確認さ
れている地域等へ
の外出は慎重に考
える 

・外出は感染リスクを
避けて慎重に行動 

・ハロウィン等の主催
者がいない集まり
への参加を控える
こと 

・外出時には混雑して
いる場所や時間を
避けて少人数での
行動を要請 

・感染が拡大している
地域への不要不急
の往来は極力避け
る 

・混雑した場所への外
出を極力控える 

・安全な生活・安全な
外出を心掛ける 

・県外へ外出する場合
は、基本的な感染予
防対策を徹底した
上で、行き先の自治
体の要請に沿った
行動をする 

・感染拡大地域との不
要不急の往来は慎
重に判断 

・都道府県をまたぐ移
動の際は、訪問先の
要請状況を確認 

イベントの開催制限 ・国の基準に準ずる 
・国の基準に準ずる 
・21 時までの営業時

間短縮を要請 

・国の基準に準ずる
（11 月以降、人数上
限 10,000 人を削除） 

・国の基準に準ずる 
・21 時までの営業時 

間短縮を要請 

・国の基準に準ずる 
県や市町村主催イ
ベントについては、
県と市町村が協議
して対処 

・国の基準に準ずる 

・国の基準に準ずる 
・ガイドラインを遵守
して感染防止対策
を徹底 

・同左 
・同左 
 
 

施
設
の
使
用
制
限 

飲食店 等 

・業種別ガイドライン
の遵守を徹底した
上で、感染予防対策
を十分に実施 

 
 
 
 
 
・同一テーブル４人を

目安、短時間（２時
間を目安）での利用
を府民・事業者双方
に呼びかけ 

 
 
 

 
・２時間程度以内の利

用を要請 
 
[第三者認証店舗] 
・同一テーブル４人以  

内を要請 
  
[認証店舗以外] 
・同一グループ･同一

テーブル4人以内要
請(５人以上不可) 

 
・カラオケ施設を利用

する場合は、利用者
の密を避ける、換気
の確保等、感染対策
の徹底 

 
 
 
 
[第三者認証店舗] 
・同一テーブル４人以

内､２時間以内程度
の飲食の協力依頼 

[認証店舗以外] 
・同一テーブル４人以

内、２時間以内程度
の飲食を要請 

 
・同左 
 
 
 
 
 

・換気・マスク着用・
飛沫防止措置をお
願い 

・第三者認証制度の推
進 

・各事業所で感染拡大
予防ガイドライン
を遵守 

・飲食・カラオケは気
をつけて、換気にも
注意 

・イベントや催物を行
う場合は気をつけ
て 

・業種別ガイドライン
の遵守を徹底した
上で、感染予防対策
を十分に実施 

・業種別ガイドライン
の遵守を徹底した
上で、感染予防対策
を十分に実施 

・定期 PCR 検査の実施 
・とくしまコロナお知
らせシステムの活
用 

飲食店以外 
の施設 
・商業施設 
・サービス業 
     等 

― 
・人数管理、人数制限、誘導等の入場者の整理

等の実施を要請 
・感染防止対策の徹底 

・公立施設は県と市
町村が協議して実施 

・商業施設の自己認証
制度の創設 

・感染防止措置をお願
い 

・業種別ガイドライン
の遵守を徹底した
上で、感染予防対策
を十分に実施 

学校、大学等 

・修学旅行は旅行先の
感染状況等を考慮
して実施の可否に
ついて判断 

・部活動は可能な限り
感染症対策を行っ
たうえで、合宿や泊
を伴う活動も含め
通常の活動が可 

・学園祭・体育祭は準
備期間等の活動に
おいても、本番と同
様の感染対策を徹底 

・ハイフレックス型授
業等を継続し、対面
による接触機会の
低減を推進 

・クラスター発生のリ
スクがある活動、多
人数が接触する活
動及び前後の会食、
旅行や自宅･友人宅
での飲み会におけ
る感染防止対策の
徹底 

［大学等］ 
・対面事業の実施の際

は、感染防止対策の
徹底 

［小・中・高等学校］ 
・感染防止対策の徹底

(不織布マスク着用
を強く奨励など) 

・県外での活動は、実
施地域の感染状況
等を十分確認のう
え、感染防止対策を
徹底して実施 

・感染防止対策を要請
（特に部活動、学校
行事、昼食時に留
意） 

・学校・教育現場での
感染予防対策の徹底 

・部活動は、「住民に外
出・移動の自粛等を
要請している区域」
の学校との練習試
合等は禁止 

・それ以外は感染予防
対策を十分に講じ
た上で活動 

・家族に発熱等の症状
があれば、参加は控
える 

・部活動は対策を十分
講じて実施 

・県外の学校との練習
試合等は対策を十
分講じ、ガイドライ
ンに則って実施（県
の定める感染警戒
地域へは極力控え
る） 

・部活動は感染対策を
徹底し、合宿は必要
性を慎重に判断 

・県外の講師招聘は、
必要な場合のみと
し、オンラインでの
指導を活用 

・修学旅行等は、当該
地域の感染状況等
を十分に確認し慎
重に判断 

出勤抑制 
・テレワーク・時差出
勤の推進 

・リモートワーク等を
継続し、対面による
接触機会の低減を
推進 

・テレワーク、時差出
勤、自転車通勤等、
人との接触を低減
する取組みを進め
ること 

・テレワーク等による
出勤者数の削減、テ
レビ会議等の推進 

・在宅勤務の活用、残
業抑制、時差出勤等
の推進 

・在宅勤務を積極的に
活用 

・テレワークや時差出
勤・交代勤務の促進 

・ローテーション勤務
や時差出勤、テレワ
ーク、オンライン会
議を活用し、引き続
き人と人との接触
機会の低減の推進 
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別添 ３ 

 

新型コロナ対策に係る全国知事会の動き等 
 

 

（9/28 全国知事会長等コメント） 

別添３-① 緊急事態宣言解除等を受けて 

 

（10/2 第 29 回 新型コロナウイルス緊急対策本部会議） 

別添３-② 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言 

別添３-③ 再度の感染拡大を防ぐため、引き続き、感染対策を徹底しましょう！ 

 

（10/7 山際 新型コロナ担当大臣 意見交換） 

別添３-④ 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言【抜粋】 

〇 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言 

〇 再度の感染拡大を防ぐため、引き続き、感染対策を徹底しましょう！ 

 

（10/13 地方３団体と山際大臣とのテレビ会議） 

〇 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言【抜粋】 

〇 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言 

〇 再度の感染拡大を防ぐため、引き続き、感染対策を徹底しましょう！ 

 

（10/15 全国知事会長等コメント） 

別添３-⑤ 政府の新型コロナウイルス感染症対策について 

 

（10/21 後藤 厚生労働大臣 意見交換） 

〇 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言【抜粋】 

〇 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言 

〇 再度の感染拡大を防ぐため、引き続き、感染対策を徹底しましょう！ 

 

（10/27 山本 厚生労働副大臣 意見交換） 

〇 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言【抜粋】 

〇 緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言 

〇 再度の感染拡大を防ぐため、引き続き、感染対策を徹底しましょう！ 
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緊急事態宣言解除等を受けて 
 

 本日、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部において、9 月3 0

日をもって１９都道府県の緊急事態宣言と８県でのまん延防止等重点

措置が解除されることが決定した。 

多くの国民、事業者、医療従事者の御協力を得て、全国の新規感染

者数は減少傾向にあり、医療提供体制への負荷も軽減されている。 

菅総理及び関係大臣におかれては、これまでワクチン接種の推進や

治療薬の活用とともに、全国知事会からの政策提言へ真摯に御対応い

ただくなど格別の御尽力を賜り、深く感謝申し上げる。 
 

感染者数の急速な減少が見られるものの、その原因が必ずしも明ら

かでない中、これまでの宣言解除時に比し感染者数等は高い水準にあ

るなど、未だ予断を許さない状況にある。今後、感染の再拡大を防ぐた

め、引き続き、マスクの着用など基本的感染対策の徹底を継続し、社会

活動の様 な々制限についても段階的に緩和していくことが不可欠であ

り、全国知事会としても、菅総理が全身全霊で取り組んできた新型感染

症という国難を克服すべく、第５波の感染封じ込めに全力で当たる決

意である。 

政府におかれては、各地域が取り組む感染の抑え込みや段階的緩

和策が実効的なものとなるよう、引き続き感染拡大防止策はもとより、

協力金などの財源措置を確保するほか、ワクチン接種の加速や医療提

供体制の充実・強化とともに、自治体との協議に基づく出口戦略の検

討や、社会経済活動の維持と再生に向けた手厚い大胆な経済支援な

ど、実効性のある対策をスピード感をもって講じるよう、強く求める。 

令和３年９月２８日 

全国知事会 新型コロナウイルス緊急対策本部 

本部長・全国知事会会長 鳥取県知事 平井 伸治 

本部長代行           福島県知事 内堀 雅雄 

別添３－①
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緊急事態宣言等の解除を受けた緊急提言 

 

  全国の新規感染者数が減少傾向にあり 、 医療提供体制への負荷も 軽減さ れ

ているこ と から 、 ９ 月３ ０ 日を も っ て１ ９ 都道府県の緊急事態宣言と ８ 県で

のまん延防止等重点措置が解除さ れた。  

  し かし 、感染者数の減少について、 その原因が必ずし も 明ら かではなく 、 ま

た、こ れまでの宣言解除時に比べ感染者数等が高い水準にあるなど、未だ予断

を許さ ない状況にある。また、約半年におよぶ緊急事態宣言等により 地域経済

は危機的状況に陥っ ており 、 一刻も 早い経済再生が求めら れている。  

  全国知事会と し ても 、新総理及び新内閣と 力を合わせ、第５ 波の感染封じ 込

めと 地域経済の回復に全力で当たる決意である。  

  政府におかれては、感染拡大防止策をはじ め、 協力金などの財源確保、ワク

チン接種の加速、 医療提供体制の充実・ 強化、 手厚い地域経済支援など、 下記

の項目について、 地方と 十分協議し ながら スピード 感を も っ て対策を 講じ る

よう 、 強く 求める。  

 

 

１ ． 感染拡大防止対策の徹底及び出口戦略について 

 

（ １ ） 第５ 波の総括及び第６ 波に備えた効果的対策の提示 

  デルタ 株への置き 換わり 等による 急激な第５ 波の到来、 その後の急激な感

染者数の減少など、その経過・ 原因、対策の効果等については十分な検証が必

要である。  

  今後必ず到来する第６ 波に備える ためにも 、 国において、 諸外国と の比較

も 含めて科学的根拠や知見を 交え、 今回の第５ 波の分析・ 検証を 早期に進め

た上で総括を 行い、 今後有効と なる 具体的な対策を 都道府県と 共有すると と

も に国民に対し てし っ かり と 提示するこ と 。  

  また、 分析に当たっ て、 都道府県等によっ て重症者等の統計の基準が明確

でないため、 国において統一基準を設定するこ と 。  

 

（ ２ ） リ バウンド を生じ さ せない強いメ ッ セージの発信 

  緊急事態宣言等の解除や、 全国において感染者数が減少し たこ と に伴う 安

心感が国民全体に緩みを 生じ さ せ、 再度の感染拡大を 引き 起こ すこ と がない

よう 、 行動変容を促す強いメ ッ セージを 発出するこ と 。  

  具体的には、マスク の着用などの基本的な感染対策の継続や、体調不良時に

おける医療機関での早期受診、 ワク チン を 接種し た方であっ ても 感染対策の

別添３－②
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徹底が必要であるこ と を国民に強く 呼びかけるこ と 。  

  また、中等症等でも 厳し い病状と なり 後遺症に悩まさ れるこ と 、陽性者数の

増加は医療提供体制に深刻な影響を 及ぼすこ と を 、 国においてあら ゆる広報

媒体を通じ て強力に発信するこ と 。  

 

（ ３ ） 若者に向けた正し い情報の発信 

  若年層の間で、ワク チンの副反応等に関する誤っ た情報が、ネッ ト 等を通じ

て拡散し ている こ と から 、 ワク チン接種の効果などに関する 正確な情報を 分

かり やすく 、確実に伝え、十分な理解が得ら れるよう 、Ｓ Ｎ Ｓ を 活用するなど、

周知方法を工夫し 、取組を抜本的に強化すると と も に、自治体が行う 接種促進

策を 強力に支援するこ と 。  

 

（ ４ ） 感染状況がいまだ高いレベルの地域と の往来の際の注意喚起 

  秋の行楽シーズンなど都道府県境をまたぐ 旅行・ 移動に際し ては、移動先の

感染状況を確認し 慎重に判断するこ と や、基本的な感染防止対策の徹底、各都

道府県の要請等を 踏まえた行動を 行う こ と など、 国において各都道府県と と

も にワンボイ スで呼びかけるこ と 。  

  また、全国的な人の移動が活発になる年末年始に向けては、早い段階で国民

に対し てし っ かり と 注意喚起を 促すなど適切な対応を講じ るこ と 。  

 

（ ５ ） 出口戦略・ 行動制限の緩和 

  出口戦略・ 行動制限の緩和の検討に向けて、国は、感染状況や医療提供体制

などの地域の実情に応じ た制度と なるよう 、全国知事会を 始め、自治体と 十分

に協議でき る場を早急に設置するこ と 。  

  制度設計に当たっ ては、ワク チン接種者と 検査陰性者と は、感染や重症化リ

スク が大き く 異なると いう 考えの下、 現場の実情を 把握し ている 都道府県知

事の意見を十分に踏まえるこ と 。  

  ワク チン・ 検査パッ ケージを適切に運用するためには、まず大前提と し て、

どのよう な状況・ 場面で運用するのかを 明確に示す必要があると と も に、実施

の前提と なる ワク チン 接種率を 含めた様々な指標を 示す必要がある。 ワク チ

ン接種率については、個々人の事情に配慮し つつより 高い目標を 掲げ、その目

安を 示すこ と と 併せて、積極的な周知・ 広報など実現に向けてあら ゆる手段を

講じ るこ と 。  

  加えて、可能な限り 制約のない日常生活を 徐々に戻し ていけるよう 、適用場

面・ 適用期間を含め制限緩和の具体的な内容、及び終了時期について明示し 、

集中ヒ アリ ングを始め国民的な議論につなげるこ と 。  

  さ ら に、緊急事態宣言地域等における緩和を 前提と し た議論ではなく 、そう

でない地域における感染対策強化も 視野に入れた幅広い議論を 行う こ と 。  
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  ワク チン・ 検査パッ ケージの実施における、Ｐ Ｃ Ｒ 検査等の受検や検査結果

証明書に係る個人負担への支援策、市区町村や保健所、医療機関の負担と なら

ない制度設計、その他、年齢制限や疾病等により ワク チンを 接種でき ない方へ

の支援を はじ めと する 各種取組への支援を 拡充するこ と 。 個人の人権にも 十

分配慮し た取扱いがなさ れるよ う 留意すると と も に具体的な規範やガイ ド ラ

イ ンを示すこ と 。  

  また、実施には広範な検査体制が必要と 考えら れるこ と から 、利用者の負担

と 利便性も 考慮し 、 費用面や証明手続き など実用性のあるスキームを 検討す

るこ と 。  

  また、こ れら の証明書等については、紙などのアナログでの運用はも ちろ ん

のこ と 、マイ ナンバーカ ード の利用等を 含め、デジタ ル化を 早急に実現するこ

と 。  

  技術実証について、 結果の評価方法をあら かじ め設定の上、 データ を蓄積・

分析、 公表すると と も に、 その知見を活かし て本格実施に移行するこ と 。  

  また、国・ 自治体・ 事業者の役割分担などを 含めた詳細な内容を速やかに示

すこ と 。 加えて、 今後、 地元の円滑な協力が得ら れるよう 、 技術実証に必要な

費用については、 全て国の負担と するこ と 。  

  なお、 出口戦略の検討においては、 行動制限の緩和を 中心に議論さ れてい

るが、 感染し ても 重症化さ せずに国民の命が守ら れる医療体制の確保が出口

戦略の根幹であり 、 積極的疫学調査や入院・ 治療の徹底を 堅持する体制の構

築を 併せて議論するこ と 。  

  また、今般の新型コ ロナによるパンデミ ッ ク を 教訓に、感染防疫を 一元的、

主導的に担う 組織の創設などを 検討するこ と 。  

 

（ ６ ） 飲食店第三者認証制度による感染対策強化 

  認証制度を 活用し た飲食の場における 感染対策の強化を 促進するため、 認

証店を 対象と し た地域の実情に応じ たプレ ミ アム付ク ーポン 券の配布などの

需要喚起策への財政支援を 講じ るこ と 。  

  加えて、第三者認証制度を 実施するに当たっ ては、各店舗の実施状況を確認

する 見回り 活動を 丁寧に行う 必要がある こ と から 、 国において十分な財政措

置を 講じ るこ と 。また、飲食店利用者が店舗の対策を 評価・ 発信する仕組みに

ついては、公平公正な評価手法を 精査するなど、科学的根拠に基づき 事業効果

を検討し た上で慎重に、 かつ地域の実情に応じ た制度の導入を 図るこ と 。  

  今後、 事業者に直接的に影響を 与える制度変更に当たっ ては、 早期の情報

提供を行う こ と 。  

 

 

 

19



4 

（ ７ ） 旅行者等の出発前のワク チン接種・ Ｐ Ｃ Ｒ 検査等 

  ワク チン接種証明制度の構築、 出発前のＰ Ｃ Ｒ 検査等を 支援する公費負担

制度を検討すると と も に、メ ディ ア、Ｓ Ｎ Ｓ 等を 十分に活用し 周知徹底するこ

と 。  

  また、「 搭乗前モニタ リ ング検査」 の北海道・ 沖縄県内の空港及び広島・ 福

岡・ 鹿児島空港以外への拡大、検査体制の拡充、 旅行のキャ ンセル料全額負担

など、 国と し て実効性ある措置を 講じ るこ と 。  

  加えて、 広域移動と なる航空機での旅行等については、「 搭乗前モニタ リ ン

グ検査」 を 含め、搭乗時におけるワク チン接種完了を確認する制度又はＰ Ｃ Ｒ

等検査の陰性判定やキャ ンセル料補填制度の構築を 検討するこ と 。  

 

（ ８ ） イ ベント における感染防止対策の徹底等 

  感染防止対策と イ ベント ・ 行事等の両立を 図るため、大規模イ ベント 等にお

ける、感染防止対策の徹底について、実行性のある対応策を 速やかに検討する

こ と 。  

  また、イ ベント の開催制限について、現在の対処方針の運用では、宣言解除

後の経過措置期間終了後は、収容率のみの制限と なり 、チケッ ト 販売開始後に

緊急事態宣言等が発出さ れた際、既販売分は有効と なるため、基準に基づく 制

限と 実態が合わない事例が生じ る恐れがある。 こ う し た事態を 避けるために、

国と し て統一的な対応策を 示すこ と 。  

 

２ ． 緊急事態宣言やまん延防止等重点措置について 

 

（ １ ） 緊急事態宣言等の手続き 等の改善 

  来たる「 第６ 波」 に備え、 引き 続き 国と 地方が一体と なり 、 スピード 感を も

っ て感染の抑え込みに取り 組むこ と が不可欠であり 、感染状況に即応し 、緊急

事態宣言やまん延防止等重点措置を 現場の実情を 把握し ている知事の要請に

応じ て、国会報告等も 含めて手続の簡素化・ 迅速化を 図り 、 適用までの時間を

短縮するなど迅速かつ機動的に発動でき る仕組みに見直すこ と 。  

  また、 爆発的な感染拡大時においては、 全国に「 緊急事態宣言」 又は「 まん

延防止等重点措置」 を 適用し た上で各都道府県知事が地域の感染状況に応じ

た対策・ 地域を 選択できる運用の導入を 検討するこ と 。  

  さ ら に緊急事態措置から まん延防止等重点措置へ移行し た場合であっ ても 、

措置期間終了まで一連の命令期間と なる よう 特措法の改正等について検討す

るこ と 。また、同一の経営者が命令に違反し た店舗を複数経営し ている場合に

は、 店舗数に応じ た過料と なるよう な対策についても 併せて検討するこ と 。  

  併せて、まん延防止等重点措置については、緊急事態宣言に至ら ないための

前段階の措置と いう 制度の趣旨に則っ て運用する と と も に、 同一都道府県内
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全域を対象可能と するなど、措置内容の抜本的な見直し を 含め、実効性を格段

に引き 上げる運用と し 、 特措法の改正も 含めてさ ら なる改善も 検討するこ と 。 

  今後も「 感染爆発」 が生じ 得ると の認識に立ち、「 エリ ア限定」「 短期間」「 よ

り 強い措置」 を合言葉に、 現行法制下で可能なこ と を実施する、 いわゆる「 ロ

ッ ク ダウン」 のよう な、 徹底し た人流抑制策について、 国の責任の下で、 特措

法・ 旅館業法等の必要な法整備を 早急に検討するこ と 。  

  また、 直ち に感染拡大防止に効果を 発揮でき る 内容へ基本的対処方針を 変

更するこ と も 含めた運用の見直し を はじ め、 爆発的感染拡大の危機を 突破す

るため、 現行特措法下でも 可能な幅広い制限と こ れを 可能と する 国の財源措

置について、例えば、ロード プラ イ シングなどあら ゆる思い切っ た措置も 含め、

速やかに検討するこ と 。  

 

（ ２ ） 緊急事態措置の指標等の見直し  

  緊急事態措置解除等の判断指標や入院・ 療養等の基準の見直し に当たっ て

は、 現場の実情を把握し ている都道府県知事の意見を十分に踏まえるこ と 。  

  特に、重症者の増加や医療ひっ 迫を回避するためには、新規感染者数を注視

するこ と が引き 続き 重要であるこ と から 、感染抑制効果が充分に得ら れず、行

動制限を 繰り 返すこ と がないよう な基準と するこ と 。  

  また、 緊急事態措置の解除に関する新基準が示さ れていると こ ろ であるが、

今後、ワク チン接種が進むこ と により 、重症化リ スク が低減さ れ、病床に与え

る影響も 少なく なるこ と を 踏まえ、 緊急事態措置及びまん延防止等重点措置

を発令する際の基準についても 見直し を 検討するこ と 。  

  また、 感染傾向の変化等を 踏まえたステージ判断のための新たな指標の考

え方についても 、 明確かつ速やかに示すこ と 。  

 

（ ３ ） 地域の感染状況や実情に応じ た対応 

  基本的対処方針については、 各都道府県知事が地域の感染状況や実情に応

じ た対策を、より 効果的かつ大胆に講じ ら れるよう 、地域の感染状況がより 反

映さ れる 手法や都道府県単位以外の対策も 含め機動的に変更を 行う など、 地

方分権改革の理念に基づいた特措法の運用を 行う と と も に、 店名公表や命令

等について速やかに実効性をも っ て実施でき るよう 改善するこ と 。  

 

（ ４ ） 休業要請や営業時間短縮要請における地方の負担軽減 

  各都道府県が特措法第 24 条第 9 項の規定に基づき 各地域で独自に取り 組む

休業要請や営業時間短縮要請、 ガイ ド ラ イ ン 遵守のための見回り 活動を 躊躇

なく 実施でき るよう 、引き続き 地方創生臨時交付金のさ ら なる増額や、即時対

応特定経費交付金の期限撤廃・ 交付基準の引下げなどの財源措置等により 地

方負担が生じ ないよう 、 国と し て全面的な財政措置と 柔軟な運用を行う こ と 。 

21



6 

  また、今後、協力金の負担割合等の地方財政に影響を与えるよう な制度改正

を行う 際には、 事前に地方に相談するこ と 。  

  さ ら に、地方創生臨時交付金の算定に当たっ ては、営業時間短縮要請等に係

る協力金等の所要額が大き く なっ ている こ と から 、 財政力にかかわら ずすべ

ての自治体が地域の実情に応じ た事業を 地方の判断により 実施でき る よう に

し 、 更なる増額配分を 行う こ と 。  

  併せて、 協力金の事業者への支払時期と 地方創生臨時交付金における国庫

支出金の受入時期がずれるこ と で、 各都道府県において、 一般財源の立替え

が累積し て資金繰り が厳し く なら ないよう 、 国は、 地方創生臨時交付金の概

算払いの機会を 増やすこ と 。  

 

（ ５ ） 協力要請推進枠の支援拡充 

  協力要請推進枠による支援の対象について、基本的対処方針において休業・

時短要請の対象と さ れながら 施設運営事業者に対する 協力金が協力要請推進

枠の対象外と なっ ている施設を 加えるこ と 。  

  また、令和３ 年９ 月３ ０ 日までに第三者認証店への申請がなさ れ、認証手続

き 中の店舗については、 第三者認証店と 同様に支援の対象と するこ と 。  

  さ ら には緊急事態措置区域やまん延防止等重点措置区域以外の地域も 含め

て、知事が効果的な感染拡大防止対策を 行えるよう 、人流抑制効果が高いイ ベ

ント 関連施設や商店街単位での小規模店舗のほか、酒類の提供停止、カ ラ オケ

設備の利用停止により 直接的な影響を受ける事業者や、宿泊施設、旅行業者等

をはじ め、飲食業及び大規模施設以外の事業者に対する休業・ 時短要請につい

ても 対象と するこ と 。  

  また、 感染拡大に至ら ないよ う 各自治体が独自の時短要請等を 感染急拡大

前から 行っ ている 現状を 踏まえ、 こ う し た努力を 促進するよ う 緊急事態措置

区域と まん延防止等重点措置区域及びそれら 以外の地域と の間における協力

金の下限単価及び算定に際する日額売上高に乗じ る率の差異を 是正するなど、

適用さ れる制度間での財政支援の公平化を図るこ と 。  

  

（ ６ ） 規模別協力金等における事務費支援の拡充 

  規模別協力金の早期給付における支払回数や確認作業などに加え第三者認

証制度の取得の有無によ っ て、 営業時間の短縮や酒類の提供など要請内容が

異なるため、 それら の確認に係る 事務量の増加に対応する必要な財源措置を

行う こ と 。  

  併せて、早期給付後に要請に従っ ていないこ と が判明し た場合、協力金の返

還、将来にわたる債権管理などの課題を 踏まえた制度設計を行い、回収不可能

と なっ た協力金については都道府県の財政負担が生じ ないよ う 国が必要な財

政措置を 講じ るこ と 。  
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３ ． 第５ 波の教訓を踏まえた検査・ 医療体制及び水際対策の強化について 

 

（ １ ） 変異株に対応し た検査・ 医療体制の強化 

  変異株も 含めた感染拡大防止のため、検査体制の強化を 踏まえ、感染がさ ら

に拡大する前に迅速かつ的確な対応がと れるよう 、都道府県・ 保健所による感

染ルート の探知、 積極的疫学調査及び入院・ 治療の徹底を支援するこ と 。  

  さ ら に、濃厚接触者以外の戦略的Ｐ Ｃ Ｒ 検査の実施要領作成、保健当局間で

疑い例も 含めた陽性患者の情報共有を 迅速に行う ための実効性ある体制整備

を 早急に図る と と も に、 陽性者が越境する事例等が生じ ないよう 感染症法の

厳格な運用を図るこ と 。  

 

（ ２ ） スク リ ーニング検査や全ゲノ ム解析の全国展開 

  変異株のスク リ ーニン グ検査が地域で実施でき るよ う 、 国と し て地方衛生

研究所の体制整備や民間検査機関への委託を 活用し た検査実施の支援、 試薬

の開発や配分、検体の保管ルール等の設定、民間検査機関における実施の働き

かけを行う こ と 。  

  また、各都道府県で全ゲノ ム解析を 導入できるよう 、専門知識・ 技術を有す

る職員の長期間の派遣、国立感染症研究所による技術研修の実施、検査室の改

修など施設・ 設備整備の補助金の創設、検査機器の貸与増や試薬・ 器材の安定

供給体制の確保など、地域における遺伝子解析を支援するこ と と し 、こ れら の

経費は国において全額財政措置を するこ と 。  

 

（ ３ ） 科学的知見に基づく 感染予防策の活用 

  デルタ 株を はじ め変異株に係る 全国のデータ を 集約し 、 国と し て速やかに

ワク チン の効果も 含め実態分析を 行う と と も に、 効果的な濃厚接触者の指定

や自宅待機の要請等ができ るよう に積極的疫学調査の実施要領を 見直すこ と 。 

  また、サーベイ ラ ンスにより 得ら れた変異株の感染力や重症化等の特性、子

ども・ 若者への感染等についての分析結果や具体的感染事例、効果的感染予防

策等について、詳細に都道府県等や国民へ情報提供し 、どのよう なリ スク があ

り 何に注意すべき か国と し て具体的にわかり やすく 示すこ と 。  

 

（ ４ ） 水際対策の徹底 

  世界各国での変異株の確認等を 踏まえ、 新たな変異株に対する 水際対策を

徹底し 、対象と なる変異株の流行国・ 地域から の入国については、感染状況に

応じ て機動的に対象国を拡大するこ と 。  

  また、 入国者に係る都道府県への情報提供を 迅速かつ的確に行う と と も に、

健康観察期間中に入国者等が所在不明と なる こ と のないよう 、 所在や連絡先

の把握などに取り 組み、健康観察期間中に有症状と なっ た場合は、症状の程度
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にかかわら ず漏れなく 把握し 、 管轄保健所への通知と 医療機関受診のフ ォ ロ

ーアッ プ徹底を 図るこ と 。  

  併せて、外国から の船舶入港前に取得し ている情報を 、港湾管理者に伝達す

るよう にするこ と 。  

  今後、制限を緩和する際は、専門家の知見も 踏まえながら 慎重に検討するこ

と 。  

 

（ ５ ） 自費検査の結果が保健所に届く 仕組みの構築 

  改正感染症法第１ ６ 条の２ の規定に基づき 、 自費検査を 行う 民間検査機関

に対する 協力要請が行われている が、 未だに陽性の検査結果が出たにも かか

わら ず被検者への受診勧奨が行われず、 保健所にその連絡が届かない事例が

生じ ているこ と から 、 自費検査機関が提携医療機関を 持つこ と を 義務づける

など、 確実に陽性の結果が保健所に届く 仕組みを早急に構築するこ と 。  

 

（ ６ ） 保健所の業務効率化・ 簡素化 

  積極的疫学調査や入院勧告などの重要な機能を 保健所が円滑に行う こ と が

でき る体制を 確保する ため、 国と し ても 保健師の派遣や育成も 含めた体制の

充実確保を図るこ と 。  

  また、 新型コ ロナウイ ルス感染症に係る 高額所得世帯の入院治療費の自己

負担廃止による算定事務の効率化、特定医療費（ 指定難病） 受給者証の更新手

続延期、国への報告の整理など業務の効率化・ 簡素化を図ると と も に、 保健所

業務のデジタ ル化を さ ら に推進するこ と 。  

 

（ ７ ） 地域医療体制への支援 

  今後の新興・ 再興感染症の感染拡大にも 対応でき るよう 、新型コ ロナウイ ル

ス感染症の重症・ 中等症患者の受入に中心的な役割を 果たし た、 二次・ 三次医

療を 担う 医療機関の診療報酬を 大幅に引き 上げるこ と 。  

  また、医学部定数の取扱いや公立・ 公的病院に係る地域医療構想については、

新型コ ロナウイ ルス感染症対策に支障のないよう 、 慎重な対応を図るこ と 。  

  さ ら に、感染症有事に備える取組について、より 実効性のある対策を 講じ る

こ と ができ る よ う な法的措置や行政の体制強化を 検討するに当たっ ては、 都

道府県内で統一的な対策の実施を 可能と する ため、 都道府県と 保健所設置市

と の役割分担を 見直し 都道府県主導で必要な措置を 講じ ら れる仕組みを 構築

するこ と も 含めて検討を行う ほか、 地方の意見を十分に踏まえるこ と 。  

  また、更なる感染拡大時には、地域医療への影響を 十分に踏まえながら 、 国

において、 他地域の医療人材に影響を 及ぼさ ないよう 国立病院機構や大学病

院等の人材を 活用する 等の手法により 、 大都市圏を 始めと する感染拡大地域

に臨時医療施設を設置するなど、 医療提供体制の充実・ 強化を 図るこ と 。  
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（ ８ ） 都道府県の枠組みを超えた広域医療体制の構築 

  感染者急増時に備え、 国において都道府県の枠組みを超えた広域病床を 別

途整備し 、病床がひっ 迫し た際には患者を広域搬送し て受け入れるこ と や、広

域搬送時における帰路の負担軽減などを 支援する仕組みを構築するこ と 。  

  また、感染拡大地域への医師・ 看護師の応援派遣について、国において自衛

隊の活用や地域間協力なども 含め総合調整を し っ かり と 行う と と も に、 Ｄ Ｍ

Ａ Ｔ 等を 参考に、 感染症危機管理対策に機動的に対応でき る 医療チームの育

成等を国の責任で行う こ と 。  

  さ ら に、広域的な災害に備え、自衛隊員や警察官など危機管理に関わる職種

については、 ワク チンの優先接種の対象と するこ と 。  

 

（ ９ ） 入院待機施設への支援拡充 

  都道府県が設置する 入院待機施設について、 宿泊療養施設と し て位置づけ

た場合は全額国庫負担と なるが、臨時医療施設と し て位置づけた場合は、運営

に必要な経費は、 診療報酬で対応する仕組みと なっ ており 補助対象と なら ず、

診療報酬相当額である ４ 分の１ は地方負担と なる 。 新型コ ロ ナウイ ルス感染

症緊急包括支援交付金の対象経費を 拡充する 等により 、 国が全額財政措置を

行う こ と 。  

 

（ 10） 自宅療養者の重症化防止等 

  自宅療養前には、血液検査やバイ タ ル確認などを行い、重症化の恐れがない

こ と を確認するなど、早期受診・ 早期治療の体制を確立すると と も に、 患者の

安全を確保するため、都道府県・ 自治体と 協力し つつ、政府と し て日本医師会

等の医療・ 看護関係者と と も に、外来における診療体制と 往診等の体制構築を

速やかに進めるこ と 。  

  また、容体が悪化し た患者を迅速・ 確実に医療の管理下に置く ための体制整

備に取り 組む都道府県に対し 十分な支援を行う こ と 。  

  さ ら には、症状悪化時に確実に酸素投与等につなげるこ と ができ るよう 、施

設の整備、酸素濃縮装置等の機器や人材の確保について、国が財政支援を行う

と と も に、 中和抗体薬など重症化防止のための医薬品の供給を 図るこ と 。  

  自宅療養者の個人情報の取扱いについては、 都道府県と 市区町村が連携し

やすいよう 、都道府県に実施の可否を判断さ せるのではなく 、災害対策基本法

における 要配慮者名簿の提供のよ う に、 特措法の中に個人情報の提供の根拠

を定めるこ と 。  

  感染者急増期に、 多数の自宅療養者が一斉に避難を 要する 大規模災害が発

生する場合に備え、 自宅療養者の避難対策の考え方を示すこ と 。  
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（ 11） 後遺症に係る医療提供体制の整備 

  後遺症に悩む患者の医療の確保に向けて、専門家による分析・ 検証を 行う な

ど後遺症の実態解明を 早急に進め、こ れら の情報を国民に広く 周知し 、また都

道府県へ情報共有する と と も に、 各都道府県が実施する後遺症に係る 医療提

供体制の整備に係る経費について、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症緊急包括支援

交付金の対象と するこ と 。  

 

（ 12） 医療従事者確保への働き かけ及び支援 

  更なる 病床と 宿泊療養施設の確保及びそれぞれの稼働率の向上、 自宅療養

における 適切な医療の提供並びに臨時医療施設、 酸素ステーショ ンの設置に

向けて、医療従事者の一層の協力が得ら れるよう 、緊急時には現行の感染症法

より 強制力のある要請が可能な法制度を 整備するこ と 。  

  併せて、国と し ても 医師会や国立病院機構、大学病院等を 含めた医療関係団

体に対し て働き かけを 強力に行う と と も に、 医療従事者を 派遣するこ と に伴

い休床・ 休棟が生じ る 医療機関へ休床補償を 行う ための経費を 新型コ ロナウ

イ ルス感染症緊急包括支援交付金の対象と するこ と 。  

  また、 宿泊療養施設等における 勤務についても ワク チン 接種と 同様に労働

者派遣や被扶養者の収入確認の特例の対象と するこ と 。  

  さ ら に、宿泊療養・ 自宅療養及び新型コ ロナウイ ルス診療に対応でき ない高

齢・ 障害者施設等において、オンラ イ ンも 含めて診察等を 行う 医師及び健康観

察を 行う 看護師を 国が雇い上げ、 入院以外でも 安心し て療養でき る仕組みを

検討するこ と 。  

  加えて、国においては、 療養環境の優れた宿泊療養施設の充実など、 地域の

実情に応じ た体制強化の取組を 支援するこ と 。  

 

（ 13） 治療に必要と なる医薬品、 医療機器等の支援 

  入院受入医療機関については、 個人防護具（ PPE） だけではなく 、 治療に必

要と なる 医薬品、 医療機器等の不足によ り 治療に影響を 及ぼすこ と が無いよ

う 、 都道府県の要望を踏まえ、国による供給も 含め、積極的に介入するこ と 。  

  また、診療・ 検査医療機関や受診相談を行う 医療機関が引き 続き 発熱患者へ

の対応を 行う 必要があるこ と を 踏まえ、 補助金の交付や PPE 等の供給を継続

するこ と 。  

 

（ 14） 中和抗体薬等の活用促進 

  現在、 特例承認さ れている中和抗体薬（ カ シリ ビマブ・ イ ムデビマブ、 ソ ト

ロビマブ） は重症化防止に効果が期待でき るこ と から 、必要な患者に迅速かつ

公平に投与が行えるよう 、 供給の飛躍的拡大・ 円滑化を図ると と も に、 そのス

ケジュ ールや供給見込みを 示すこ と 。  
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  また、必要な患者に対し 迅速に中和抗体薬を 使用でき るよう 、医師の判断に

よる柔軟な対応を含め、 広く 活用し 得る環境整備を 進めるこ と 。  

  併せて、現在開発が進めら れている治療薬等が新たに承認さ れた場合や、既

存薬を 用いた効果のある 治療方法について、 速やかに現場が活用でき る環境

を整備するこ と 。  

 

（ 15） 治療薬の開発や国内製造への支援 

  英国においては、早ければ今秋にも 、新型コ ロナウイ ルス感染症の内服治療

薬を 少なく と も ２ 種類、供用開始するこ と を 目標に、治療薬の開発や国内製造

を支援する「 抗ウイ ルス薬タ スク フ ォ ース」 を設置し ている。  

  我が国においても 、新型コ ロナウイ ルスを 完全に制圧するため、大胆な資金

投入を行い、国家的重要戦略と し て、 政府が主導し て治療薬の研究・ 実用化や

治療法の確立を 実現するこ と 。  

  また、国産ワク チンの速やかな製造販売承認も 含め、特色ある技術を 有する

創薬ベン チャ ーなど治療薬等の研究開発を 行う 研究機関・ 企業等に対し 重点

的な支援を行う ほか、医薬品・ 医療機器等を扱う 産業の育成を戦略的に進める

こ と 。  

  なお、現在国内で開発や治験が進んでいる内服治療薬については、国におい

て安全性等を 踏まえ早期に承認検討の手続き を行う と と も に、 承認後は速や

かに供給スケジュ ールや供給見込みを示すこ と 。  

 

（ 16） 新型コ ロナウイ ルス感染症緊急包括支援交付金の延長 

  新型コ ロナウイ ルス感染症緊急包括支援交付金について、 医療提供体制拡

充のための必要な支援は令和３ 年１ ０ 月以降も 当面実施さ れるこ と と なっ て

いる が、 必要な支援の対象と なる 経費の範囲などの詳細が不明である こ と か

ら 、各自治体に速やかに示すと と も に、病床確保や臨時医療施設の設置をはじ

めと し た対策に必要な財政措置を 確実に講じ るこ と 。  

  併せて、 各都道府県に配分さ れた令和２ 年度交付分の残額については、 一旦

国庫返還手続等を行う こ と なく 、令和３ 年度交付手続き の中で効率的な執行が

でき るよう 柔軟な取り 扱いと するこ と 。  

 

（ 17） 感染患者の受入及びその後方支援への財政支援強化 

  診療・ 検査医療機関や感染患者の入院受入医療機関の体制確保のため、都道

府県が医療機関に交付する協力金を 新型コ ロ ナウイ ルス感染症緊急包括支援

交付金の対象と し 、 都道府県が一括し て取り 扱えるよう にするこ と 。  

  また、 病床確保について、 引き 続き十分な財政支援を 行う こ と 。 特に、 後方

支援病床の確実な確保のため、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症患者を 受け入れる

病床と 同様の空床補償制度の創設など、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症緊急包括
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支援交付金の対象拡大・ 弾力的運用・ 増枠による支援を行う と と も に、 同一医

療機関内での転床時も 診療報酬かさ 上げ措置の対象と するこ と 。  

  併せて、 周産期の陽性者受入病院の支援や小児医療体制支援等を 強化する

仕組みづく り を 国と し て構築するこ と 。  

 

（ 18） 感染症患者受入れ医療機関等に対する迅速かつ安定的な財政支援 

  深刻な病床ひっ 迫時にも 対応し ていく ため、 新型コ ロナウイ ルス感染症患

者受入れ医療機関に対する迅速かつ安定的な財政支援策と し て、 災害時の概

算払いを 参考にし た感染拡大前の水準での診療報酬支払い制度を 適用と なる

地域の都道府県知事の意見を 踏まえたも のと し 、 可及的速やかに実現する こ

と 。  

  また、 院内感染時のさ ら なる 経営支援を 新型コ ロナウイ ルス感染症緊急包

括支援交付金の対象と すると と も に、 こ れまでに確保し た全ての病床に対し

て継続し て空床補償ができ るよ う 、 重点医療機関の要件を 満たさ ない一般医

療機関の病床確保料の補助単価増を含め、引き 続き 、同交付金において地方が

必要と する額を 確保するこ と 。  

  さ ら に、一般医療の制限を 行う 範囲等の指針について、国が責任を も っ て明

ら かにし 、 当該制限に伴っ て生ずる経営上の損失の補償についても 国の責任

において財源措置を 行う ほか、 処遇改善や業務負担軽減を 通じ た医療従事者

の確保、 感染症専門施設の設置支援に取り 組むこ と 。  

  併せて、こ う し た地域の医療・ 福祉の提供体制を維持するため、新型コ ロナ

ウイ ルス感染症患者の受入れの有無にかかわら ず、受診・ 利用控えにより 減収

が生じ ている医療機関、 薬局、 健診機関、 介護・ 福祉サービス、 あん摩マッ サ

ージ・ 鍼灸・ 柔道整復等の事業所や医療・ 福祉等従事者などへの支援を 国の責

任において行う こ と 。  

 

（ 19） 重症病床以外で重症患者を受け入れる場合の診療報酬の見直し  

  緊急的に中等症病床など重症病床以外で重症患者を 受け入れる 場合、 当該

患者の診療報酬について、病院の負担を 考慮し 、臨時的な取扱いで示さ れた人

員配置や報告の有無にかかわら ず、 Ｉ Ｃ Ｕ 又はＨ Ｃ Ｕ 入院料と 同等の診療報

酬を 算定でき るよう にするこ と 。  

  また、上記のよう な状況が継続し た場合、その実態を踏まえ、当該病床の空

床確保料について、 Ｉ Ｃ Ｕ 又はＨ Ｃ Ｕ と 同等の単価を 適用でき る よう にする

こ と 。  

 

（ 20） 医療検査体制の充実に要する財政支援 

  回復患者を 受け入れる 医療機関や社会福祉施設への支援、 高齢者や障害者

の入所施設等の従事者への集中的検査及び幅広いＰ Ｃ Ｒ 検査（ モニタ リ ン グ
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検査） に要する経費など、医療検査体制の充実に要する財政負担が多額と なる

こ と が見込まれる ため、 感染者の多い地域に対する地方創生臨時交付金の感

染症対応分の増額など、 国と し て全面的な財政措置を行う こ と 。  

 

（ 21） オンラ イ ン診療（ 電話診療含む） に係る診療報酬の見直し  

ウィ ズコ ロ ナに対応し 、 ポスト コ ロナを見据え、 オンラ イ ン・ 電話診療の

普及・ 拡大は必須であるが、 対面形式と 比較し て、 診療報酬が低額であり 、 労

力や負担に見合っ ておら ず、活用を 阻害する要因と なっ ているため、今後のよ

り 一層の普及に向け、 適切な診療報酬体系に見直すこ と 。  

 

（ 22） 社会福祉施設等への感染対策支援 

  新型コ ロナウイ ルス感染症対策と し ての介護・ 障害分野の報酬上乗せ措置

は 9月末までと さ れ、10月以降は補助金により 継続支援するこ と と さ れたが、

都道府県の財政負担増と なら ないよう 、 国が責任を も っ て財源を 措置する こ

と 。 また、都道府県及び各サービス事業所の事務負担が増加し ないよう 、手続

き 等について簡素な方式の制度設計と するこ と 。  

  さ ら に、サービス提供体制確保事業について、施設職員の感染等によっ て業

務継続が困難な場合が生じ ており 、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症緊急包括支援

交付金の柔軟な活用等による対策を国の責任において措置するこ と 。  

  その他、 障害福祉サービス事業所等に対するサービ ス継続支援事業につい

て、地域の実情や要望等を踏まえ、国の責任において十分な財政措置を 講ずる

こ と 。  

 

（ 23） 高齢者、 障害者及び児童の入所施設等でのク ラ スタ ー発生防止 

  医療機関や高齢者、 障害者及び児童の入所施設における 従事者への集中的

検査や、新規の入院・ 入所者に対するＰ Ｃ Ｒ 検査、さ ら には感染が確認さ れた

場合の支援チームの派遣について、 緊急事態宣言等の対象地域に限ら ず全国

すべてで財政措置を 行う こ と 。  

  また、 ク ラ スタ ー発生時における現地の施設内での療養のあり 方について、

障害者施設も 高齢者施設と 同様にかかり 増し 経費の補助を 行う こ と も 含め検

討するこ と 。  

  併せて、保育所等の児童福祉施設等における感染拡大に対応するため、新型

コ ロナウイ ルス感染症防止や事業継続計画（ Ｂ Ｃ Ｐ ） の指針、保育士等の研修

プログラ ムを早急に作成するこ と 。  

  なお、 多く の高齢者施設で職員及び入所者へのワク チン 接種が完了し てい

るこ と や、国民の行動制限の緩和などの現状を踏まえ、施設において、 感染対

策を 徹底し た上で行動制限を緩和でき るよう 、国は、高齢者施設における面談

や外出のあり 方についてガイ ド ラ イ ンを 早急に示すこ と 。  
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（ 24） 学校における感染対策支援 

  子ども の感染が増加し ている 状況を 踏まえ、 ワク チン接種の対象年齢に満

たない児童や幼児が利用する小学校や放課後児童ク ラ ブ、保育所、幼稚園を は

じ めと する学校等における保健衛生用品の購入や教職員も 含めたＰ Ｃ Ｒ 検査

の実施、Ｃ Ｏ ２ モニタ ー等の機器整備など、感染防止対策に要する経費につい

て、 十分な財源を確保し 適切な支援を 行う こ と 。 また、業務に従事する職員等

に慰労金を支給するなどの支援策を講じ るこ と 。  

  さ ら に、小学校の臨時休校等により 、休暇を 取得せざるを 得ない保護者に対

する小学校休業等対応助成金・ 支援金の再開については、一人でも 多く の方が

支援を受けら れるよう 、 国が責任をも っ て、 周知を 図るこ と 。  

 

４ ． ワク チン接種の円滑な実施について 

 

（ １ ） １ 回目・ ２ 回目接種の完了に向けた取組 

  各都道府県、 市区町村では、総理が言及さ れた「 今年１ ０ 月から １ １ 月まで

の早い時期にかけて希望するすべての方への接種完了」 に向けて、医療従事者

の協力を 得て接種体制を構築し 取り 組んでいる。  

  国においては、３ 回目接種の前に、まず希望するすべての方に２ 回接種する

こ と を 最優先と し 、 市町村が必要と する 量のフ ァ イ ザー社製ワク チン を 確保

の上、速やかに配分するこ と も 含め、 円滑な接種が大都市部・ 地方部を 問わず

可能と なるよう 万全を 尽く すこ と 。  

  そのために、 特に以下の点に留意し て取り 組みを 進めるこ と 。  

・ 市区町村の実情を踏まえた上で、新たに１ ２ 歳になる方などを含めて、希望

する種類、 量のワク チンを 確実に供給すると と も に、 供給計画について丁

寧に説明を 尽く すなど、 情報の早期共有を図るこ と 。  

・ 接種完了に向けて柔軟な対応ができ るよ う 、 モデルナワク チンの移送のさ

ら なる要件緩和等を行う こ と 。  

・ 医師が交互接種の必要性を判断するための具体的な基準を早急に示すこ と 。 

・ 第５ 波では１ ２ 歳未満の子供が感染する 事例が顕著に目立っ たこ と から 、

海外での接種事例や知見を 踏まえつつ、 速やかに接種対象拡大に関する 国

と し ての方針を示すこ と 。  

・ ワク チンの効果や副反応について、客観的デ－タ に基づいた分析・ 検証を 行

い、特に若年層・ 壮年層を中心に、接種が周り の方も 含めて守るこ と を示す

正確な情報を、様々なツールを活用し て発信するこ と 。また、ワク チン接種

が一定程度完了し た後の状況を 見据え、 抗体の定着状況を 把握する ための

抗体検査の実施について、 国と し ての見解を 早期に示すこ と 。  
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（ ２ ） 追加接種（ ３ 回目接種） の実施に向けた取組 

  ２ 回接種後概ね８ ヶ 月以上経過し た者を 対象と し て実施する方針が示さ れ、

国から は対象者全員への実施を 想定し て準備を進めるよう 通知さ れた。  

  ただ、詳細は引き 続き 議論するこ と と なっ ているこ と から 、特に以下の項目

について早急に検討を 進め、 国と し ての見解を示すこ と 。  

・ 接種順位の考え方や対象者の範囲、 ワク チン の種類について早期に示し た

上で、 実際の運用に当たっ ては自治体で柔軟な設定ができ る よう にする こ

と 。  

・ 海外では追加接種に否定的な意見も あるため、追加接種の必要性や有効性、

副反応について、 国民に向けて丁寧な説明を 行う こ と 。  

・ 具体的なスケジュ ールを含めた接種の進め方について早期に提示するこ と 。 

・ 接種計画策定に必要と なる供給量の目安を 速やかに自治体に示し 、１ 回目・

２ 回目接種のよ う な供給量の急激な減少が生じ ないよう 、 必要なワク チン

の種類、 量を確保するこ と 。  

・ 大規模会場や職域接種で接種し た方への追加接種については、 適切な接種

体制の構築や都道府県の取組への支援、 また希望する企業による実施を 認

めるなど、 市区町村の負担の軽減を図るこ と 。  

・ 新たに１ ２ 歳になる 方など、 希望者に対する 接種は継続的に実施し ていく

こ と を 踏まえ、 １ ・ ２ 回目用と ３ 回目用のワク チン の相互間融通を 可能と

すると と も に、 自治体ではなく 医薬品卸業者による 低温での流通体制を 構

築するこ と 。  

・ ３ 回目接種の前提と なるＶ Ｒ Ｓ の入力について、 関係団体へ改めて早急な

入力の依頼を行う と と も に、 読み取り エラ ーへの対応やエラ ーデータ の補

正等について、 対応マニュ アルの提供など可能な限り の支援を 行う こ と 。  

・ 追加接種に要する費用については、地方の負担が生じ ないよう 、国において

確実に財政措置を 講じ るこ と 。  

・ ３ 回目接種と「 ワク チン・ 検査パッ ケージ」 と の関係性について、 国と し て

早期に考え方を整理し 示すこ と 。  

 

５ ． 全国の事業者への支援及び雇用対策について 

（ １ ） 補正予算による大胆かつ強力な経済対策の断行 

  厳し い経済情勢を 踏まえて、 地方創生臨時交付金の市町村分を 含む２ 兆円

規模の増額や、 飲食店、 観光・ 交通関係と いっ た幅広い事業者の支援を 含め、

補正予算での措置により 、 大胆かつ強力な経済対策を断行するこ と 。  

 

（ ２ ） 事業者への支援 

  新型コ ロナウイ ルス感染症の影響の長期化によ り 国民や全国の幅広い業種
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の事業者に深刻な影響が顕著と なっ ているこ と から 、 持続化給付金や家賃支

援給付金の再度の支給など、国において手厚く 大胆な経済支援・ 生活支援を 講

じ るこ と 。併せて、事業者支援・ 感染防止対策に必要な財源と し て新型コ ロナ

ウイ ルス感染症対応地方創生臨時交付金の追加交付を行う こ と 。  

  また、 セーフ ティ ネッ ト 保証４ 号と 危機関連保証の指定期間の延長及び８

月１ 日から 指定対象業種が減少し たセーフ ティ ネッ ト 保証５ 号の全業種の再

指定、 税や保険料の軽減・ 猶予等の措置を講じ るこ と 。  

 

（ ３ ） 雇用調整助成金の特例措置等の延長 

  雇用調整助成金等の特例措置について、現行特例は１ １ 月末まで、う ち中小

企業の助成率は１ ２ 月末まで延長さ れる 方針が示さ れたが、 緊急事態宣言や

まん延防止等重点措置の度重なる 発出と 長期化の影響が拡大し ている こ と を

踏まえ更に延長を行う こ と 。  

  また、地域によっ て支援に差が生じ ないよう 、緊急事態宣言地域やまん延防

止等重点措置区域以外も 含め、 全国において業種や業況等に関わら ず公平な

特例措置を 行う と と も に、 ５ 月以降の縮減については縮減前の水準までの遡

及適用を 行う こ と 。  

  今後、雇用調整助成金の特例措置の段階的な縮減を検討する際は、地域経済

と 雇用情勢を十分に把握・ 分析し 、都道府県の意見を十分聞いた上で行う こ と 。 

  なお、 雇用調整助成金の財源不足に伴う 雇用保険料の引き 上げに向けた検

討を する 場合は、 感染拡大や感染防止措置により 事業者や労働者がと も に大

き な影響を受けているこ と に配慮するこ と 。  

 

（ ４ ） 地方創生臨時交付金の総額確保と 弾力的な運用 

  新型コ ロナウイ ルス感染症対応地方創生臨時交付金については、 全国にお

いて地域経済への支援や感染対策を 継続的に講じ るこ と が求めら れている こ

と から 、今後の感染状況も 踏まえ、市区町村も 含めて地方団体が必要と する額

について、予備費から の充当も 含め、 引き 続き 交付金を確保し 、地方に対し て

早期にその見通し を 示すこ と 。  

  こ れまでの協力金が膨大な額に上る 中、 支給時期と 臨時交付金の交付時期

と のずれにより 、 一時借入に伴う 利払いを余儀なく さ れている現状を 踏まえ、

補正予算等によ る 地方創生臨時交付金の市町村分を 含む２ 兆円規模の増額を

実施すると と も に、 速やかに交付するこ と 。  

 なお、 国の令和３ 年度予算に計上さ れる国庫補助事業等に係る 地方負担額

についても 交付対象と するなど確実な地方財政措置を講じ るこ と 。  

  また、 地方団体独自のプレ ミ アム付商品券や地域振興券の発行等消費喚起

事業や、 地元産農林水産物の学校給食等への利用等の事業者支援に資する 事

業も 事業者支援分の対象と する など、 地方団体が地域の実情に応じ て実施す
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る事業が幅広く 対象と なるよう 、 さ ら なる柔軟な枠の見直し を 行う と と も に、

基金積立要件の弾力化など、機動的な運用や繰越を含む期間延長、手続き の簡

素化などを図るこ と 。  

  併せて、 国の支援措置に対し 地方団体が上乗せ支援を実施する場合も あり 、

事務負担軽減の観点から 、 申請・ 受給データ 等の情報の連携を 図るこ と 。  

 

（ ５ ） 中小企業の事業支援 

  中小企業事業再構築促進事業について、 要件が厳し く 取り 組みにく いと の

声が事業者及び支援機関から 出ている こ と から 、 小規模事業者も 含めより 多

く の中小企業が取り 組みやすく なるよ う 、 新規性要件等の補助対象要件を 緩

和するこ と 。  

  また、中小企業生産性革命推進事業についても 、多く の事業者が活用でき る

よう 柔軟に対応するこ と 。特に持続化補助金については、採択率の向上につな

がる予算の増額や、 添付書類の簡素化、 事務手続き（ 採択、 交付申請、 交付決

定等） の迅速化、 補助事業終了後の速やかな事務処理（ 補助金額の確定等） な

ども 図るこ と 。  

  併せて、 サプラ イ チェ ーン対策のための国内投資促進事業費補助金によ る

国内の工場等の整備に対する支援を継続するこ と 。  

 

（ ６ ） 事業者の資金繰り 支援 

  事業者への資金繰り 支援について、新規融資・ 追加融資の迅速かつ柔軟な実

行の徹底や、返済猶予・ 条件変更等も 含めたアフ タ ーケアを 金融機関に指導す

るなどフ ォ ローアッ プを強化するこ と 。  

  また、償還・ 据置期間の見直し を 弾力的に行い、信用保証協会による信用補

完制度の拡大や、 信用保証に基づく 代位弁済や預託原資調達に係る借入利息

等の都道府県に生じ る負担に対する支援を行う こ と 。  

  さ ら に、 大企業と みなさ れ支援対象外と なる地方の中堅企業に対し ての中

小企業支援策の適用、 日本政策金融公庫の資本性劣後ローン の貸付期間延長

や金利引下げ等の条件緩和及び同ローン を 対象と する 信用保証制度の創設な

ど、コ ロナ禍が長期化する現状を 踏まえ、特に事業の継続と 雇用の維持に重点

を置いて、 事業者や労働者等への支援を 行う こ と 。  

 

（ ７ ） 観光事業支援 

  地域観光事業支援について、 感染状況から いまだ事業着手でき ていない都

道府県があるこ と や、感染拡大の影響が長期化し ているこ と を踏まえ、事業費

を翌年度に繰り 越すこ と も 視野に入れて、一人当たり の補助限度額を Go To ト

ラ ベル事業並みに引き 上げた上で、利用期間等を延長すると と も に、支援が途

切れるこ と がないよう 当該事業予算の増額や追加配分を 行う こ と 。  
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  さ ら に居住地と 同一の都道府県内の旅行に限ら れる 現行制度では十分な需

要喚起が図れないこ と から 、 感染状況に応じ て近隣圏域での旅行も 対象に加

えるこ と 。  

  加えて、 ステージⅢ相当以上により 事業を 停止する 際のキャ ン セル料等の

補填を 直接経費と し て取扱う と と も に、 事業停止までの猶予期間中の旅行等

についても 補助対象と するなど、補助対象経費の拡充、間接経費上限（ 直接経

費 10％） の緩和等、 柔軟かつ弾力的な運用と するこ と 。  

  また、 Go To ト ラ ベル事業について、 感染状況などの地域の実情を 踏まえ適

切に運用するこ と と し 、事業を再開する際には、都道府県と の十分な情報共有

を行う こ と 。  

 加えて、事業期間の柔軟な対応や、観光地での消費につながる地域共通ク ー

ポン について、 地域性や周遊旅行の特性等を 反映し た運用が可能と なる割引

率の効果的な設定等の工夫、 全国で宿泊等に利用でき る前売り ク ーポン事業

の速やかな創設を検討するこ と 。  

  なお、こ れまでの観光事業支援の恩恵にあずかれない小規模・ 零細な宿泊業、 

旅行代理店、貸切バスやタ ク シー、土産物店などの事業者へのき め細やかな支

援を 創設するこ と 。  

  また、ポスト コ ロ ナを 見据え、観光と 感染拡大の関係性の分析・ 検討を行い、

国内旅行及び外国人旅行客の受入れに関する 観光再生ビジョ ンを 強力に打ち

出すこ と 。  

 

（ ８ ） Go To キャ ンペーン事業 

  Go To キャ ンペーン事業は地域経済に与える効果が大き いこ と から 、 各都道

府県知事の意見も 踏まえた上で、 感染状況に応じ て再開する など柔軟に対応

するこ と 。  

  Go To イ ート 事業については、 食事券の販売期限（ 最長 11 月 15 日） 及び利

用期限（ 最長 12 月 15 日） の更なる延長を 行う と と も に、 食事券発行額を拡充

するこ と 。  

  また、 Go To イ ート 事業の延長に伴い必要と なる事務費等について、 十分な

財政措置を 行う と と も に、 都道府県の判断に伴う 販売等停止期間分の延長に

ついては、 地域の事情に応じ て柔軟に対応するこ と 。  

  さ ら に、 事業者や国民に混乱を 与える こ と のないよ う 食事券の取扱いにつ

いて、適時適切な周知に努めると と も に、キャ ンペーン事務局から の加盟店へ

の代金振り 込みが早期に行われるよう 対応を 講ずるこ と 。  

 

（ ９ ） 食料生産と 農山漁村を 担う 農林漁業者への支援 

  観光需要の激減や、 飲食店の営業自粛など業務用米の需要低迷によ る米の

概算金下落により 、米農家は大変厳し い現状に直面し ているこ と から 、新米時
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期に合わせた消費拡大策を 重点的に支援する と と も に、 主食用米の価格安定

に向け、 積極的な米の需給改善策を講じ るこ と 。  

  また、国民のいのちを つなぐ 食料生産を担う 我が国の農林水産業の維持・ 継

続に向け、 新型コ ロナによる影響によ り 厳し い状況に直面し ている生産者に

対し 、 実態に応じ たき め細かな支援を行う こ と 。  

 

（ 10） 交通事業者等への支援 

  既に大き な損失を 被っ ている 上に、 緊急事態宣言の延長等によ り 非常に大

き な打撃を受けているバス、 鉄道、 空港会社を含む航空、 船舶、 タ ク シー、 レ

ンタ カ ー、運転代行業者等に対し 、事業規模に応じ た手厚い経営支援を 行う こ

と 。  

  また、Ｊ Ｒ ローカ ル線の安定的な維持・ 存続を 図るため、 路線ごと の収支差

に応じ た減収補填制度を 創設する と と も に、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影

響を 理由と し た急進的な合理化を する こ と がないよう 、 路線毎の構造的課題

への対策を含め国と し て積極的に関与するこ と 。  

 

（ 11） 航空機産業関連事業者への支援 

  世界的な旅客機需要の大幅な落ち込みによ り 、 航空機産業関連事業者は厳

し い経営環境に直面し ているが、 こ の需要低迷はさ ら に数年間は続く こ と が

予測さ れている。こ のため、官需の前倒し による下支えや事業再構築支援の継

続、 影響の長期化を 見据えた雇用調整助成金の特例措置の延長を 始めと し た

事業継続の支援を行う こ と 。  

 

（ 12） イ ベント 主催者等への支援 

  イ ベン ト の中止や利用自粛などによ り 、 文化施設や文化芸術団体等は厳し

い運営状況と なっ ている こ と から 、 施設運営や個人が実施する文化芸術活動

等に対する支援、 緊急事態措置やまん延防止等重点措置の期間外にわたる 場

合も 含めたイ ベン ト 主催者・ 舞台関係者が本来得ら れるチケッ ト 等の収入に

対する補填（ キャ ンセル料への補填） 等の支援を行う こ と 。  

  特に、野外フ ェ スティ バルなど、複数業種の事業者（ バス運行会社や飲食事

業者、旅行代理業者など） が関わる全国的な大規模イ ベント については、感染

拡大防止の観点から 、主催者がやむなく 中止・ 延期し た場合において、 主催者

の損失額は極めて多額である。 国の支援事業の上限額を 大幅に拡大すると と

も に、イ ベント 関係事業者にも 本来得ら れる収入に対する補填（ キャ ンセル料

への補填） 等の支援策を 講じ るこ と 。 また、開催地が緊急事態措置区域又はま

ん延防止等重点措置区域の場合に限っ て国がキャ ンセル費用を 支援し ている

「 コ ンテンツグローバル需要創出促進事業補助金」 の地域要件を 見直し 、開催

地がそれ以外の場合にも 支援対象と するこ と 。  
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  こ う し た支援の拡充に要する 経費も 含め、 国において十分な財源を 確保す

るこ と 。  

 さ ら に、結婚式場等の支援や結婚等についての気運醸成、自粛が続く 団体客

向けの大規模な宴会場への支援など、 支援の届かない事業者への対策を 講ず

るこ と 。  

 

（ 13） 在籍型出向の周知・ 非正規雇用労働者等への支援 

  在籍型出向について、制度活用に向けて徹底し た周知を 行う と と も に、提出

書類の簡素化を 図るこ と 。 加えて、 中堅・ 大企業等についても 出向元・ 出向先

双方に対する助成を 中小企業並みに引き 上げるこ と 。  

  事業者に対し て、 アルバイ ト 等で働く 方への休業手当の支払いと 雇用調整

助成金等の活用を働き かけるこ と 。加えて、労働者が直接国へ請求でき る休業

支援金・ 休業給付について、学生や女性を 含めた非正規雇用労働者に対し て制

度の活用に向けた周知を 徹底する と と も に、 申請に関するサポート 体制を 整

備するこ と 。  

  また、感染・ 濃厚接触により 外出自粛の要請を受けた場合やワク チン接種の

副反応が大き く 出た場合に休業するこ と になっ た事業主や非正規雇用の方な

ど、休業支援を受けら れない方に対し て、一定額の助成を 行う 等の支援策を 講

じ るこ と 。  

 

（ 14） テレ ワーク 等の推進 

  ウィ ズコ ロナ・ ポスト コ ロナの「 新たな日常」「 新し い生活様式」 に対応し

た働き 方である と 同時に、 働く 時間や場所を 柔軟に活用する こ と のでき る 働

き 方と し て、テレワーク の更なる導入・ 定着を 図ると と も に、国と し ても 各種

の行政手続き の申請期限の延長等の措置を講ずるこ と 。  

 

（ 15） 職業能力開発促進策等の一層の充実・ 強化 

  現下の雇用情勢を 踏まえ、 労働者の新たなスキルの取得と いっ た職業能力

開発促進策等の一層の充実・ 強化を 講じ 、人手不足や成長分野への労働力移動

を図ると と も に、 新規学卒者をはじ め、 女性、 障害者、 定住外国人などそれぞ

れの状況・ 特性に応じ た実効性のある雇用対策を講じ るこ と 。  

 

（ 16） 地方税の減収に対する措置 

  令和２ 年度限り と さ れている 減収補填債の対象税目拡大や公的資金の確保

について、新型コ ロナウイ ルス感染症の影響や地方税収の動向を 注視し 、想定

を超える大幅な減収が生じ た場合には、令和２ 年度の措置を踏まえ、必要な措

置を 講じ るこ と 。  
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６ ． 誰ひと り 取り 残さ ない社会の構築について 

 

（ １ ） 人権を守る対策 

  感染者及び最前線で治療に当たる医療従事者を はじ めと する エッ センシャ

ルワーカ ーやその家族、 さ ら には他の都道府県から の来訪者や外国人等に対

するデマの拡散、偏見や差別、心ない誹謗中傷、 感染者等個人の特定などによ

り 人権が脅かさ れるこ と のないよ う 、 国においても 人権を 守る対策を 強力に

講じ るこ と 。  

  併せて、ワク チン接種の強制や、接種を 受けていない者に対する偏見や差別、

心ない誹謗中傷についても 、絶対にあっ てはなら ないも のであり 、政府と し て

も 全国的な啓発や相談窓口の設置を行う こ と 。  

  また、 地方の相談窓口の設置やネッ ト モニタ リ ング業務等に対する 財政支

援、国によるＳ Ｎ Ｓ を 活用し た人権相談窓口の設置などを 行う と と も に、国に

おいて感染者情報等の統一的な公表基準を定めるこ と 。  

 

（ ２ ） 在住外国人への支援 

  在住外国人に対し ては、 言葉の壁によ る 意思疎通の難し さ 等にも 十分配慮

し 、改めて感染対策を 呼びかけると と も に、国においても 感染拡大防止につな

げるための実態把握等を行う こ と 。  

  また、職場やコ ミ ュ ニティ における感染防止対策が徹底さ れるよう 、経済団

体や大使館等を 通じ て、きめ細かな周知を図ると と も に、在住外国人を 雇用す

る派遣事業者や派遣先についても 業種別ガイ ド ラ イ ン を 策定する など、 早急

に対策を 強化するこ と 。  

  さ ら に、在住外国人に対する保健所の積極的疫学調査、入院調整、健康観察

等を はじ め、宿泊療養施設又は自宅における療養、外来診療・ 検査等が円滑に

進むよう 、通訳者等の雇用や多言語化等にかかる経費について、十分な財政的

支援を講じ ると と も に、特に地域で不足する通訳者等の人材の確保・ 育成を 行

う こ と 。  

  また、外国人住民への適切なワク チン接種のため、コ ールセンタ ーでの多言

語対応などの環境整備と 市区町村への財政支援も 確実に行う と と も に、 解雇

等により 生活困難と なっ ている 在住外国人に対する生活・ 就労支援を 検討す

るこ と 。  

 

（ ３ ） 孤独・ 孤立対策 

  今回のコ ロナ禍によっ て深刻化し ている、孤独・ 孤立対策を強力に進めるた

め、国においては孤独・ 孤立対策に関する連絡調整会議や３ つのタ スク フ ォ ー

スでの議論を早急に進めて、同対策を強力に推進するための戦略、指標の整備、

進捗管理の仕組みなどの対策の全体像を 早期に提示するこ と 。  
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  加えて、 いつ、 誰でも 孤独・ 孤立に陥り 得ると いう 認識の下、 特定の対象や

課題に偏るこ と なく 包括的に支援する こ と が可能と なるよう 、 相談窓口の整

備、 アウト リ ーチ型の支援、 Ｎ Ｐ Ｏ 等の支援団体・ 個人に対する支援、 地方に

おける人材育成への支援等の充実を図るこ と 。  

 また、新型コ ロナウイ ルス感染症セーフ ティ ネッ ト 強化交付金、地域女性活

躍推進交付金、 地域自殺対策強化交付金など地域の実情に応じ た取組を 支援

するための各種交付金の財源確保や対象拡大を図るこ と 。  

 

（ ４ ） 子ども や学生への支援 

  引き 続き 、子ども の貧困や児童虐待、Ｄ Ｖ の潜在化のおそれや、学校の臨時

休校や放課後児童ク ラ ブ、保育所等の休所により 、普段以上に子ども たちの孤

独・ 孤立が危惧さ れる状況と なるこ と が想定さ れる。 こ のため、子ども 食堂を

はじ め地域で子育て支援を 行う 団体等への支援の強化など、 子ども や保護者

等の声を 聴く こ と を 含め、 子ども たち が安心し て過ごせる居場所を 確保する

ために必要な施策を 講ずるこ と 。  

  ひと り 親家庭や多子世帯、 Ｄ Ｖ 事案への継続的な支援や女性が社会と つな

がるための支援が確実に届く 「 プッ シュ 型」 の支援を早急に検討するこ と 。  

  加えて、生活福祉資金貸付等の各種特例措置の継続、修学旅行のキャ ンセル

料等への国の支援及び有意義な教育活動である修学旅行実施への配慮、 国民

文化祭などの行事開催に向けての支援、 大学生等の経済的負担の軽減や再び

就職氷河期世代を 生み出さ ないための対策のほか、 新生活のスタ ート を 切る

若者への支援策を講じ るなど、子ども 庁創設の検討も 含め、将来世代等を応援

するための対策を行う こ と 。  

  特に、アルバイ ト 収入が減少するなど経済的に困窮し ている大学生・ 専門学

生等を支援するため、高校生の就学支援より 要件が厳し い修学支援（ 授業料等

減免、 給付型奨学金） の要件緩和を図るなど、 支援を強化するこ と 。  

 

（ ５ ） 生活困窮者への支援 

  生活が困難な方を 支える生活福祉資金の特例貸付について、 償還免除の要

件を 住民税非課税世帯に限定せず、 借受人の収入実態等に基づき 判断する な

ど、さ ら なる緩和をすると と も に、償還が困難と なっ た方への償還猶予制度の

弾力的な運用などによ り 、 貸付金の返済が生活の立て直し の妨げと なら ない

よう 対策を講じ るこ と 。  

  また、今後、生活が困難な方への相談や支援の中心と なる生活困窮者自立支

援事業の上限枠を 見直すなど、 継続的な支援体制が整備でき るよ う 支援する

こ と 。加えて、住居確保給付金における求職活動要件の再緩和を継続するこ と 。

さ ら に、収入が減少し た方の国民健康保険・ 後期高齢者医療制度・ 介護保険の

保険料減免について、 引き 続き 国による全額の財政支援を継続するこ と 。  
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  新型コ ロナウイ ルス生活困窮者自立支援金について、収入が減少し 、生活に

困窮する方に必要な支援が行き 渡る制度と なるよう 、支給要件（ 収入、 資産、

求職活動） を緩和し 、 申請・ 支給期間を 延長するこ と 。  

 

（ ６ ） 学校への支援 

  すべての児童生徒の平等な学習機会の確保のため、 低所得者世帯における

オンラ イ ン学習に必要な「 高校生等奨学給付金制度」 等の通信費補助を 拡充す

ると と も に、 イ ン タ ーネッ ト 通信環境のない世帯への通信費支援等を 行う 自

治体に対する 補助制度を 創設する など、 十分かつ恒常的な財政措置を 行う こ

と 。  

  併せて、分散登校、ハイ ブリ ッ ド 授業などについての財源措置を行う ほか、

部活動についての統一的な考え方や感染防止対策・ 心のケアについての方針

を早急に示すこ と 。  

  また、学校現場においては、感染拡大防止のための作業負担が重い状態が続

いている こ と から 、 昨年度と 同水準の教員業務支援員及び学習指導員を 配置

でき るよう 、 財政支援を行う こ と 。  

 

令和３ 年１ ０ 月２ 日 

全国知事会新型コ ロナウイ ルス緊急対策本部 

本部長         鳥取県知事   平井 伸治 
本部長代行・ 副本部長  福島県知事   内堀 雅雄 

副本部長        京都府知事   西脇 隆俊 
副本部長        神奈川県知事  黒岩 祐治 
ワク チンチームリ ーダー 高知県知事   濵田 省司 
幹事長         福井県知事   杉本 達治 

本部員         ４ １ 都道府県知事 
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再度の感染拡大を防ぐ ため、  

引き続き、 感染対策を徹底し まし ょ う ！ 
 

感染者数の急激な減少は見ら れるも のの、 未だ感染者数等は高い

水準にあり ます。  

引き 続き 、 基本的な感染対策の徹底に、 国民の皆様のご理解と ご

協力を お願いし ます。  
 

＜宣言解除で気を 緩めず、 基本的な感染対策の徹底を！＞ 

〇 ワク チン接種を終えた方を含め、飛沫防止効果の高い不織布マスク 等

を正し く 着用し 、「 密閉」・「 密集」・「 密接」 を徹底的に回避し まし ょ う ！ 

〇 職場や学校、 家庭など、 親し い集まり こ そ、 基本的な感染対策が大切

です。 手洗い、 手指消毒、 咳エチケッ ト 、 換気を徹底し まし ょ う ！ 

〇 長時間の会食を避け、 会話の際にはマスク を着用する「 マスク 飲食」

を徹底し まし ょ う 。 少人数、 短時間でも「 大声で騒ぐ こ と 」 は、 飛沫感

染につながり ますので、 絶対にやめまし ょ う ！ 

〇 発熱・ 咳など少し でも 体調が悪い場合は、 外出を控え、 すぐ に医療機

関に電話のう え受診し まし ょ う ！  

＜感染状況がいまだ高いレベルの地域と の移動は慎重に！＞ 

〇 都道府県境をまたぐ 移動は、お住まいの地域と 移動先の感染状況を踏

まえ、 ご家族やご友人と も 相談し 、 慎重にご判断を！  

〇 往来する場合には、「 う つさ ない」、「 う つら ない」 行動を徹底し まし

ょ う ！ 

＜事業者の皆様へ＞ 

〇 ローテーショ ン勤務や時差出勤、 テレワーク 、 オンラ イ ン会議等を活

用し 、 引き続き人と 人と の接触機会の低減にご協力く ださ い！ 

〇 体調不良のほか、 ワク チン接種や子供の休園・ 休校の場合などに、 気

兼ねなく 休める仕組みづく り 、 雰囲気づく り をお願いし ます！ 

 

 

令和３ 年１ ０ 月２ 日 

 

全 国 知 事 会 

別添３－③
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た
上

で
総

括
を

行
う

と
と

も
に

、
今

後
有

効
な

具
体

的
対

策
を

提
示

す
る

こ
と

・
制

度
設

計
に

当
た

っ
て

は
、

ワ
ク

チ
ン

接
種

者
と

検
査

陰
性

者
と

は
、

感
染

や
重

症
化

リ
ス

ク
が

大
き

く
異

な
る

と
い

う
考

え
の

下
、

現
場

の
実

情
を

把
握

し
て

い
る

地
方

の
意

見
を

十
分

に
踏

ま
え

る
こ

と

（
令

和
3

年
1

0
月

2
日

全
国

知
事

会
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

緊
急

対
策

本
部

決
定

）

政
府

に
お

か
れ

て
は

、
感

染
拡

大
防

止
策

を
始

め
、

協
力

金
な

ど
の

財
源

確
保

、
ワ

ク
チ

ン
接

種
の

加
速

、
医

療
提

供
体

制
の

充
実

・
強

化
、

手
厚

い
地

域
経

済
支

援
な

ど
、

地
方

と
十

分
協

議
し

な
が

ら
ス

ピ
ー

ド
感

を
持

っ
て

対
策

を
講

じ
る

よ
う

、
強

く
求

め
る

。

1

・
緊

急
事

態
宣

言
等

の
解

除
や

、
全

国
に

お
い

て
感

染
者

数
が

減
少

し
た

こ
と

に
伴

う
安

心
感

が
国

民
全

体
に

緩
み

を
生

じ
さ

せ
、

再
度

の
感

染
拡

大
を

引
き

起
こ

す
こ

と
が

な
い

よ
う

、
行

動
変

容
を

促
す

強
い

メ
ッ

セ
ー

ジ
を

発
出

す
る

こ
と

③
出

口
戦

略
・

行
動

制
限

の
緩

和
（

提
言

書
P.

2
）

・
Ｐ

Ｃ
Ｒ

検
査

等
の

受
検

や
検

査
結

果
証

明
書

に
係

る
個

人
負

担
へ

の
支

援
策

、
市

区
町

村
や

保
健

所
、

医
療

機
関

の
負

担
と

な
ら

な
い

制
度

設
計

、
ワ

ク
チ

ン
を

接
種

で
き

な
い

方
へ

の
支

援
を

始
め

と
す

る
各

種
取

組
へ

の
支

援
を

拡
充

す
る

こ
と
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②
地

域
医

療
体

制
へ

の
支

援
（

提
言

書
P.

8
）

・
更

な
る

病
床

と
宿

泊
療

養
施

設
の

確
保

及
び

そ
れ

ぞ
れ

の
稼

働
率

の
向

上
、

自
宅

療
養

に
お

け
る

適
切

な
医

療
の

提
供

並
び

に
臨

時
医

療
施

設
、

酸
素

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

の
設

置
に

向
け

、
緊

急
時

に
現

行
の

感
染

症
法

よ
り

強
制

力
の

あ
る

要
請

が
可

能
な

法
制

度
を

整
備

す
る

こ
と 2

①
変

異
株

に
対

応
し

た
検

査
・

医
療

体
制

の
強

化
（

提
言

書
P.

7
）

・
変

異
株

も
含

め
た

感
染

拡
大

防
止

の
た

め
、

感
染

が
さ

ら
に

拡
大

す
る

前
に

迅
速

か
つ

的
確

な
対

応
が

と
れ

る
よ

う
、

都
道

府
県

・
保

健
所

に
よ

る
感

染
ル

ー
ト

の
探

知
、

積
極

的
疫

学
調

査
及

び
入

院
・

治
療

の
徹

底
を

支
援

す
る

こ
と

③
医

療
従

事
者

確
保

へ
の

働
き

か
け

及
び

支
援

（
提

言
書

P.
1
0
）

・
国

に
お

い
て

、
他

地
域

の
医

療
人

材
に

影
響

を
及

ぼ
さ

な
い

よ
う

国
立

病
院

機
構

や
大

学
病

院
等

の
人

材
を

活
用

す
る

等
の

手
法

に
よ

り
、

大
都

市
圏

を
始

め
と

す
る

感
染

拡
大

地
域

に
臨

時
医

療
施

設
を

設
置

す
る

な
ど

、
医

療
提

供
体

制
の

充
実

・
強

化
を

図
る

こ
と

・
感

染
し

て
も

重
症

化
さ

せ
ず

に
国

民
の

命
が

守
ら

れ
る

医
療

体
制

の
確

保
が

出
口

戦
略

の
根

幹
で

あ
り

、
積

極
的

疫
学

調
査

や
入

院
・

治
療

の
徹

底
を

堅
持

す
る

体
制

の
構

築
を

併
せ

て
議

論
す

る
こ

と

２
．

第
５

波
の

教
訓

を
踏

ま
え

た
検

査
・

医
療

体
制

及
び

水
際

対
策

の
強

化
に

つ
い

て

④
中

和
抗

体
薬

等
の

活
用

促
進

（
提

言
書

P.
1
0
）

・
現

在
、

特
例

承
認

さ
れ

て
い

る
中

和
抗

体
薬

は
重

症
化

防
止

に
効

果
が

期
待

で
き

る
こ

と
か

ら
、

必
要

な
患

者
に

迅
速

か
つ

公
平

に
投

与
が

行
え

る
よ

う
、

供
給

の
飛

躍
的

拡
大

・
円

滑
化

を
図

る
と

と
も

に
、

そ
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

や
供

給
見

込
み

を
提

示
す

る
こ

と
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３
．

ワ
ク

チ
ン

接
種

の
円

滑
な

実
施

に
つ

い
て

②
追

加
接

種
（

３
回

目
接

種
）

の
実

施
に

向
け

た
取

組
（

提
言

書
P.

1
5
）

・
接

種
順

位
の

考
え

方
や

対
象

者
の

範
囲

、
ワ

ク
チ

ン
の

種
類

な
ど

具
体

的
な

枠
組

み
を

早
期

に
示

す
と

と
も

に
、

自
治

体
で

柔
軟

な
運

用
が

で
き

る
よ

う
に

す
る

こ
と

3

⑤
オ

ン
ラ

イ
ン

診
療

（
電

話
診

療
含

む
）

に
係

る
診

療
報

酬
の

見
直

し
（

提
言

書
P.

1
3
）

・
オ

ン
ラ

イ
ン

・
電

話
診

療
の

普
及

・
拡

大
は

必
須

で
あ

る
が

、
対

面
形

式
と

比
較

し
て

、
診

療
報

酬
が

低
額

で
あ

り
、

労
力

や
負

担
に

見
合

っ
て

お
ら

ず
、

活
用

を
阻

害
す

る
要

因
な

っ
て

い
る

た
め

、
今

後
の

よ
り

一
層

の
普

及
に

向
け

、
適

切
な

診
療

報
酬

体
系

に
見

直
す

こ
と

・
子

ど
も

の
感

染
が

増
加

し
て

い
る

状
況

を
踏

ま
え

、
ワ

ク
チ

ン
接

種
の

対
象

年
齢

に
満

た
な

い
児

童
や

幼
児

が
利

用
す

る
学

校
等

に
お

け
る

保
健

衛
生

用
品

の
購

入
や

教
職

員
も

含
め

た
Ｐ

Ｃ
Ｒ

検
査

の
実

施
、

Ｃ
Ｏ

2
モ

ニ
タ

ー
等

の
機

器
整

備
な

ど
、

感
染

防
止

対
策

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

、
十

分
な

財
源

を
確

保
し

適
切

な
支

援
を

行
う

こ
と

①
１

回
目

・
２

回
目

接
種

の
完

了
に

向
け

た
取

組
（

提
言

書
P.

1
4
）

・
市

区
町

村
の

実
情

を
踏

ま
え

た
上

で
、

新
た

に
１

２
歳

に
な

る
方

も
含

め
、

希
望

す
る

種
類

、
量

の
ワ

ク
チ

ン
を

確
実

に
供

給
す

る
と

と
も

に
、

１
２

歳
未

満
の

接
種

な
ど

、
海

外
で

の
接

種
事

例
や

知
見

を
踏

ま
え

、
接

種
対

象
拡

大
に

関
す

る
方

針
を

速
や

か
に

示
す

こ
と

⑥
学

校
に

お
け

る
感

染
対

策
支

援
（

提
言

書
P.

1
4
）

・
具

体
的

な
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
を

含
め

た
接

種
の

進
め

方
に

つ
い

て
早

期
に

提
示

す
る

こ
と
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政府の新型コロナウイルス感染症対策について 

  9 月3 0 日をもって全ての緊急事態宣言とまん延防止等重点措置が

解除され、その後も全国の新規感染者数は減少を続け、医療提供体制

への負荷も軽減されており、これまでの多くの国民、事業者の御協力と

医療従事者の御尽力に、改めて心から感謝申し上げる。 

今夏の第５波では、デルタ株により急激に感染が拡大し、多くの地域

で医療提供体制が危機的状況に陥ったところであり、感染が落ち着い

ている今こそ、次の感染拡大に備え、医療提供体制の強化・充実等の

課題に取り組むことが重要である。 

こうした中、本日、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部におい

て、「次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像」の骨格

が示された。 

病床の確保、ワクチン接種の促進や治療薬の確保など、これまで全

国知事会が政策提言してきた内容が含まれているものであるが、「幽

霊病床」というレッテル貼りが行き過ぎてしまい、結果として真に必要

な医療体制の確保に悪影響を及ぼさないよう配慮を求めるとともに、

国による保健・医療人材の確保を含め、各種対策の早期の具体化に向

けて、速やかに全体像を明らかにしていただきたい。 
 

我々全国知事会としても、国とともに全力で感染を抑え込む決意で

あるが、それぞれの地域の状況に応じた対策を講じることができるよう、

政府におかれては、地方と十分協議を行った上で第６波対策をとりまと

めるよう求めるとともに、社会経済活動の維持と再生に向けた手厚い

大胆な経済支援等を含め、実効性のある対策をスピード感をもって講

じるよう、強く求める。 

令和３年１０月１５日 

全国知事会 新型コロナウイルス緊急対策本部 

本部長・全国知事会会長 鳥取県知事 平井 伸治 

本部長代行           福島県知事 内堀 雅雄 

別添３－⑤
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関西・感染再拡大警戒宣言
府県市民のご協力と医療関係者のご努力により、関西の感染状況や医療提供体制は落ち着い

ています。今後インフルエンザ流行の季節も迎え、感染再拡大には十分な警戒が必要です。
引き続き、一人一人が自覚を持って、より一層の感染対策の徹底をお願いします。

○3密の回避、人と人との距離の確保、マスクの着用（不織布ﾏｽｸを奨励）、手洗いや手指
消毒、換気など基本的な感染対策を徹底してください。

○外出時には混雑している場所や時間を割けて少人数での行動をお願いします。
○職場や学校等での｢居場所の切り替わり｣(食堂､休憩室､更衣室､喫煙室､部室･サークル室､
移動時の車内等)では十分注意し、必ずマスク着用するなど感染対策を徹底してください。

○帰宅後の手洗い、手指消毒、家族の健康管理など家庭での感染対策を徹底してください。
○発熱、せきなど少しでも体調が悪い場合は、通勤･通学･通園をやめ、すぐに医療機関に
電話のうえ受診してください。企業・学校等での休みやすい環境整備をお願いします。

○大人数や長時間の会食を避けるとともに、会話時のマスク着用を徹底してください。
○感染対策が徹底されていない飲食店等の利用はやめてください。
○多数の方が利用する集客施設は、入場整理等により密にならないようにしてください。

基本的な感染対策の徹底

リスクの高い行動の回避

○ワクチン接種は発症と重症化を予防します。引き続き、ワクチンの効果と副反応等の
リスクを正しく理解し、若い世代をはじめ、多くの方々の積極的な接種をお願いします。

○接種後もマスクの着用、換気、手指消毒など基本的な感染対策を徹底してください。

ワクチンの積極的な接種

令和３年10月28日


